
「デジタル・トランスフォーメーション推進方針」

に基づきオンライン化を検討
国や県の動向を踏まえ、順次押印廃止に向けて検討

押印及び署名の見直し 2,563件

89.33%

押印見直し不可 306件 10.67%

・市民や事業者向け手続 293件

・庁内向け内部手続 13件

・庁内向け内部手続 346件

・国及び県の法令・条例・通知等により署名が義務付けられているもの

 ・署名により本人の意思や文書の真正性等を担保する必要性があるもの ・庁内向け内部手続 8件 ・庁内向け内部手続 5件

署名見直し不可 161件 押印及び署名見直し 2,402件

・市民や事業者向け手続 149件 ・市民や事業者向け手続 2,056件

・庁内向け内部手続 12件

127件 179件

・市民や事業者向け手続 119件 ・市民や事業者向け手続 174件

市民等に押印を求めている各種手続や庁内手続 2,869件

国及び県の法令・条例・通知等に

より押印義務付けされているもの

押印により本人意思や文書の真正

性等を担保する必要があるもの

令和4年4月1日時点


